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〔15〕電機・電子(情報通信ネットワーク産業協会、電子情報技術産

業会、ビジネス機械・情報システム産業協会、日本電機工業会) 
１．目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．産業廃棄物最終処分量の削減状況 

（１）産業廃棄物最終処分量の実績            （単位：万トン） 

 
※回収率 64.0％ 
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（１）産業廃棄物最終処分量削減目標 

「2025 年度において、3.5 万トン（2000 年度実績より 75％削減する)｣ 

 

（２）業種別独自目標  

〔再資源化率〕：2021 年度以降、90％程度を維持する。 

 

（３）業種別プラスチック関連目標 

〔製品・包装材分野の目標〕 

製品、包装材等における３Ｒを考慮したライフサイクル設計や循環取組

みの推進 

〔事業所廃棄物分野の目標〕 

生産活動におけるプラスチック廃棄物の３Ｒ推進 

〔その他活動分野の目標〕 

清掃活動などにより生物多様性保全に資する海洋プラスチックごみ問題

への取組みの実施 
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（２）目標達成に向けた取組み  

産業廃棄物の最終処分量削減を進めるため、下記取組み等を推進している。 

①廃棄物量削減とリサイクル率向上の目標設定、生産拠点毎の廃棄物削減 

②資源循環率目標の設定、再生材料の使用推進 

③製品の長寿命化・メンテナンス性向上・分解容易化設計の推進、環境負荷

低減素材やリサイクルペーパーの使用 

④繰り返し使える通い箱やリサイクル専用梱包材の採用、運搬用緩衝材の

削減（スチロールレスの梱包形態、段ボールの使用推進等）や再利用の推

進 

⑤デジタル技術とオンデマンドプリントによる商業・出版印刷の環境負荷

低減および在庫や廃棄の削減 

⑥再生プラスチックの開発・利用、３Ｒ(リデュース・リユース・リサイク

ル)｣に､｢リフューズ｣と｢リフォーム｣を加えた活動の推進  

⑦｢資源の有効な利用の促進に関する法律」に基づく小型二次電池の回収促

進、使用済み消耗品の自主回収および再資源化 

⑧循環型社会への意識改革を啓発するため、定期的な社員向け人材育成の

実施 

  

（３）実績に影響を与えた要因                                 

①スラッジ 

(a) 脱水処理での減容化による廃棄物量削減 

(b) ブロックおよび路盤材原料として再利用 

(c) 研磨剤再利用による研磨汚泥廃棄物の削減 

(d) 酸性廃液から金属塩を回収して汚泥廃棄物を削減 

 

②廃油 

(a) 回収再生し社内にて再使用 

(b) 回収し補助燃料として再利用 

(c) 廃液処理設備の導入による減容化 

 

③廃酸 

(a) 希薄系と濃厚系に分別、希薄系の中和処理による廃棄物発生抑制 

(b) 酸洗用薬品として再利用 

(c) 回収再生し中和剤に再利用 

(d) リン酸廃液やフッ酸廃液の有価売却量の拡大 

 

④廃アルカリ 

(a) 成分分析による廃棄物分別の徹底 

(b) 中間処理後セメント原料として再利用 

(c) 処理施設の社内設置による廃棄物量削減 
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⑤廃プラスチック  

(a) 環境配慮設計の推進 

(b) 材料別に分別収集し､可能なものは原材料として再利用･再資源化、

有価物化 

(c) IoTを活用した廃プラスチック自動回収システムの導入による廃プ

ラスチックのリサイクル率向上の推進 

(d) 高炉の還元剤として再利用 

(e) 燃料として再利用       

(f) 単純焼却の削減と焼却後残渣の再資源化 

(g) 工程改善による不良品や端材廃棄物発生抑制 

(h) 通い箱化や梱包材等の再使用による廃棄物発生抑制  

(i) プラスチックパレット、容器等の他社での再使用 

(j) 緩衝材の一体化による梱包箱の小型化で使用量を削減 

(k) パッケージ等の使い捨てプラスチックの削減 

(l) バイオ素材等の再生材の使用・転換 

(m) 食堂での特定プラスチックの削減 

(n) 社内販売におけるレジ袋やペットボトル飲料の廃止  

(o) 清掃による海洋プラスチック対策の実施  

 

⑥金属くず 

(a) 事業所廃棄物から有価貴金属を回収、再資源 

(b) 金属切削時の切粉を資源材料化 

(c) 工程改善による不良品や端材廃棄物の発生抑制 

(d) 再生処理による装置の劣化部品の延命化 

 

⑦紙くず 

(a) 緩衝材の一体化による梱包箱の小型化で使用量を削減 

(b) 廃棄ダンボールを緩衝剤へ加工し再利用 

(c) 紙ごみの分別収集による有価、再資源化 

(d) 通い箱化による再利用で段ボール使用量の抑制 

(e) 書類電子化による紙使用量の削減 

(f) 複合機の改善や裏面使用によるコピー紙の削減 

 

⑧木くず 

(a) 木製パレットのウッドチップ化、段ボール利用への変更 

(b) 電線ドラムやパレットをサプライヤーに返却 
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３．業種別独自目標 

（１）再資源化率の状況（数値目標）         （単位：％） 

 
※指標の定義・算定方法等 

〔定義・算出方法： 再資源化量÷発生量×100〕 

※回収率 64.0％   

   

（２）目標達成に向けた取組み  

２.（２）に加えて、資源の有効利用・資源循環（３Ｒ）を推進するため

に、下記取組み等を実施している。 

①資源循環改善事例等の情報提供 

②製品の環境配慮設計に関するガイダンス作成や指針の設定 

③サブスクリプションサービスの活用  

④リファービッシュ品の提供 

⑤電子マニフェストの導入推進 

⑥産廃処理業者の優良性評価制度の活用 

 

（３）実績に影響を与えた要因 

２.（３）と同じ 

 

４．業種別プラスチック関連目標およびその他プラスチックに関する取組み 

（１）定性的目標とその実施状況 

電機・電子業界として、①製品・包装材分野、②事業所廃棄物分野、③そ

の他活動分野（事業所内外清掃活動等）の３分野の取組みに分類し、下記の

定性目標をそれぞれ策定した。 

目標①〔新規〕 

【製品・包装材分野の目標】 

製品、包装材等における３Ｒを考慮したライフサイクル設計や循環取組みの推

進 

実施状況（これまでの実績） 

⇒添付資料１（取組事例）参照 

 

目標②〔新規〕 

【事業所廃棄物分野の目標】 

生産活動におけるプラスチック廃棄物の３Ｒ推進 

実施状況（これまでの実績） 

⇒添付資料１（取組事例）参照 
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目標③〔新規〕 

【その他活動分野の目標】 

清掃活動などにより生物多様性保全に資する海洋プラスチックごみ問題への

取組みの実施 

実施状況（これまでの実績） 

⇒添付資料１（取組事例）参照 

 

（２）達成に向けた取組み 

◆主な取組み 

製品・包装材分野 

○製品 

・再生プラスチック、プラスチック代替品(材)の利用 

・省資源化・再資源化設計の推進 

○包装材 

・使い捨て(ワンウェイ)プラスチック削減、プラスチック代替品

(材)の利用 

・省資源化・再資源化設計の推進 

事業所廃棄物分野 
・廃棄物発生の抑制 

・再資源化、再利用の推進 

その他活動分野 

・海洋プラスチックごみ問題に関する普及啓発 

・清掃活動および事業所における使い捨てプラスチックの使用

削減 

 

（３）プラスチック資源循環法を踏まえた取組み     

①プラスチック廃棄物削減の目標・指標を設定して取組みを開始 

②定期的な啓蒙期間の設定や社内誌の発行等による社員教育 

③金型改善による樹脂成形端材の削減や再利用の促進 

④製品外装部品に再生プラスチックを採用 

⑤製品梱包材にバイオプラスチック素材を採用 

⑥梱包材や緩衝材の減量化や段ボール化、通い箱化等による再利用の促進 

⑦顧客からの使用済み製品やカートリッジ部品の回収 

⑧社内売店のレジ袋廃止や有料化、食堂什器における特定プラスチック使

用の抑制 

⑨ソフトウエア提供によるダウンロード活用の促進（プラスチックメディ

アの削減） 

⑩センシング技術による素材ごとの適切な分別の促進     

 

（４）その他、プラスチックに関連した活動や取組みなど(目標以外の取組み) 

 ⇒添付資料３（これまでの業界の取組み）参照  
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５．循環型社会形成に向けた取組み 

（１）製品のライフサイクルを通じた環境負荷低減への取組み 

①製品アセスメントの実施, 

家電業界の各事業者においては､｢家電製品 製品アセスメントマニュ

アル」に基づき、省資源化に配慮した設計、長期使用が可能な部品の採用

等による製品の長期使用に資する設計、及びリサイクルに容易な素材の

選択等によるリサイクルに配慮した設計等（管理物質の使用削減含む）に

ついての製品アセスメントに取り組んでいる。 

(｢家電製品 製品アセスメントマニュアル第５版」を 2015 年 1月に発行） 
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②プラスチック等のリサイクル対策の実施 

資源有効利用促進法の指定省資源化/指定再利用促進製品の内、家電６

品目（エアコン、冷蔵庫・冷凍庫、テレビ、洗濯機、衣類乾燥機、電子レ

ンジ）については、「家電製品・製品アセスメントマニュアル」に基づき、

100g 以上のプラスチック部品にリサイクルの際に分別し易くするための

材質表示を実施している。 

 

 

 

（２）資源の有効活用に資する技術開発と商品化等 

廃棄物の減量と資源の有効利用を通じて循環型経済社会を実現するため、

特定家庭用機器廃棄物のリサイクル促進のための仕組みである「特定家庭

用機器再商品化法（家電リサイクル法)｣は 2001 年 4 月に本格施行され、

2021 年 3月で 20 年が経過している。 

法施行後累計の特定家庭用機器廃棄物の引取台数は、2009 年度に１億台

を突破、2019 年度には 2億 4千万台を突破した。また、製造業者等による

リサイクル技術の向上等により、再商品化率は法施行時の 2001 年度の 66％

から 2018年度は 86％にまで上昇し、2022 年度もこの実績を維持している。 

このように家電リサイクルは、廃棄物の適正処理・削減及び再生資源の有

効利用を進めることにより、環境と経済が両立した循環型社会システムの

構築に貢献している。 

 
※製品別のリサイクルへの取組事例は(一般財団法人)家電製品協会のホームページ

に掲載している。 

※家電製品以外のパーソナルコンピュータ及びその周辺機器、複写機、携帯電話・Ｐ

ＨＳについては、経済産業省「産業構造審議会廃棄物処理リサイクルガイドライン

（品目編）」の品目別事例を参照。 
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（３）発生量や最終処分量を低減させる３Ｒ又は循環経済に向けた取組み   

①循環経済に向けた具体的な取組み   

(a) 製品設計から易解体設計、減量化、材料種類の低減、リサイクル済み

資源の積極的活用 

(b) ユーザからの製品をメンテナンスし、リファービッシュ品としての

提供 

(c) サーキュラーエコノミーに求められる品質を考慮した備品・什器等

のリユースや最新技術を用いた製品の再生・リプレース、リファービ

ッシュ化 

(d) 生産性向上や業務効率化のためデジタル技術活用によるペーパーレ

ス化の促進  

(e) 法律に基づくバッテリーリサイクルの推進     

(f) ｢製品 to製品」の資源循環（水平リサイクル) 

(g) ＬＣＡを意識した環境配慮設計（３Ｒを意識した設計・包装の簡素化、

解体性の向上など)の実施 

(h) 製品設計時、シミュレーションの積極的活用により開発機種試作台

数を削減し、総発生量を抑制 

(i) 製品に投入する二次資源率、リサイクルプラ材使用率、包装リサイク

ル可能率の設定・実施 

(j) 目標の一つとしてグループ全体の最終処分率に数値目標を設定し、

進捗をデータシステムで確認 

(k) 製品の長寿命化、メンテナンス性向上、分解容易化設計、分別容易化

設計、情報開示など、様々な項目において具体的な設計指針の設定・

実施 

(l) 使用済み製品のリサイクル容易性を配慮した設計。具体的には、商品

の設計図面から計算上のリサイクル性を評価する指標として｢リサ

イクル可能率｣を定義し、その目標に向けての取組み 

 

②「再資源化事業等高度化法」の施行を見据えた取組み⇒添付資料２（取組

事例）参照 

●動静脈連携による（業種の垣根を越えた）資源循環の取組み 

(a) 循環型社会実現のコンセプトとして、製品メーカー・販売者としての

領域だけでなく、その上流と下流を含めた製品のライフサイクル全

体で環境負荷を減らしていくことを目的とし、パートナーシップを

構築し活動      

 

●資源循環を通じて脱炭素へ貢献する取組み 

(a) リマニュファクチュアリングによる部品リユースやクローズドルー

プリサイクルによるプラスチックの再資源化により、新たに材料を

使用する場合と比較して、原材料調達、輸送で発生する CO2を削減 

(b) 使用済みの自社製品を回収し、再使用・再生製品として販売。調達・

生産工程の環境負荷（CO2）を削減し、製品ライフサイクル全体での

削減にも貢献 
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③バリューチェーン全体（事業者間連携を含む）での取組みを、産業界が主

体的に推進する取組み 

(a) 具体的に処理業者の動向にマッチした取組みを検討する必要があり、

認定業者に関する情報開示が明確でないため、現時点で取組むため

には、廃掃法等、様々な施策が望まれる 

 

６．特記事項 

①事業活動が回復基調の中、発生量が微減した一方、最終処分量は増加に転

じた。新規参入企業による廃油、廃プラスチック等の増加、委託処分業者

都合によるスラッジの増加が主な要因となっている。 

また、再資源化率が微減傾向にあるが、スラッジの再資源化量の悪化が要

因の一つになっている。 

 

②中国を初めとする諸外国等における廃プラスチック輸入禁止・規制等に

より、処分場における受け入れ能力が逼迫しており、一部で搬入制限の傾

向がみられ、以下の影響が出ている。 

・有価取引の条件が厳しくなる｡(廃プラスチック） 

・最終処分量が増加する｡(廃プラスチック・紙くず・木くず等） 

 

③「プラスチック資源循環促進法」が施行されことから、今後の日本国内で

の再資化可能なリサイクル業者の拡大と推進、情報発信等に期待する。 

      

７．直面する課題と政府等に対する要望（規制改革など） 

 （１）企業が直面する課題    
【廃棄物処理費用】 

①中国、諸外国における廃プラスチック輸入禁止継続により 

・有価取引が少なくなり、有償取引など処理費用がより増大している。 

・中間処理場の逼迫による受け入れ制限で埋め立て処分が増加している。 

②海外からの調達増加に伴い、木枠梱包による木屑の排出量が増加してい

るが、有価物化によるリサイクルが困難なため、処理費用が増大している。 

③収集運搬業者の人手不足による処理量制限、高コスト化と、原油価格高騰

の継続による廃棄物関連の収集運搬費の増大。 

④災害発生による処分業者の事業系廃棄物の受け入れ停止・処理遅延・処分

価格の値上げ。 

⑤環境負荷のより少ないリサイクル処理方法を選択すると技術的コストが

掛かり、遠方の業者に廃棄物を運搬しなければならず輸送費や CO2発生が

増加するため、リサイクル性の低い処理方法を選択せざるを得ない場合

がある。 

⑥ケミカル・マテリアルリサイクルの処理費用が高額なため、リサイクルが

困難である。 

⑦廃棄物処理費用を抑えながら、リサイクル率を保つ改善活動が限界にき

ている。 

⑧半導体調達の困難な状況が継続し代替材品サンプルの廃棄が増大してい

る。 

⑨蓄電池（特に定置型）の廃棄処理は高額なため、寿命を迎えた蓄電池が不

法投棄等正しく廃棄されない懸念がある。 
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【廃掃法等】 

①委託した産業廃棄物の処理状況確認（最終処分完了）は、排出事業者にと

って負担が大きい。 

②輸送費用の増加や再生材料の相場変動により、有価物が廃棄物化してし

まう。 

③法令上、小型家電の回収は義務であるが、これをリサイクルに結びつける

ための分別精度の向上は、企業努力だけでは限界がある。 

④事業所から発生する廃棄物に対しては自社努力で３Ｒに対応しているが、

製品の梱包材などお客様の手に渡る部分については、自社での対応が難

しい面がある。 

 

【再資源利用】 

①リサイクル材のコストが高く、積極的な導入が難しい。 

②廃プラ等は品質維持の観点から再利用が難しく、品質向上、コスト低減の

ための技術開発が必要。 

③梱包材料のリターナブル化のスキーム構築が必要。 

④セメント業界の汚泥（スラッジ）受け入れ量が削減傾向であり、埋め立て

処理の増加が継続している。 

⑤長年、埋め立てしている廃金属・鉱さいのリサイクル先を探しているが、

成分や性状から技術的にリサイクル可能な施設が見つからない（リサイ

クル可能な施設があっても環境面・コスト面（有害物質制御、長距離輸送）

から実現が難しい）。 

⑥半導体需要の増加に伴いフッ素系汚泥の排出量が増加しており、処理の

インフラがなく、埋め立て処分が増加傾向にある。 

⑦焼却（熱回収）していた廃棄物のマテリアルリサイクルへの切り替えが難

しい。 

⑧トナーやインクで汚れたプラスチック材のリサイクルが難しい。 

⑨再資源化の規格が無く、当該素材の特性を担保することが難しいため、製

品設計に再資源材を取り入れることが実質的に困難である。 

⑩ガラスくず、陶磁器くず、硬材廃プラスチック、塩ビ系廃プラスチックの

リサイクル技術・リサイクル先が確立されていない。 

 

【その他】 

①再資源化率及び最終処分量の目標が年々高くなっており、飽和状態に近

い。 

②消費者が環境に配慮した製品を選ぶ意識を持つことが重要だが、価格や

利便性が優先されることが多く、環境配慮型製品の普及が進まないケー

スがある。 

③国や地域によって異なる環境規制やリサイクル法が存在し、すべてに対

応するにはコストや手間が掛かる。 

④リサイクル率の高い廃棄物業者を選定したいが業者調査が煩雑であると

同時に業者側からのリサイクル状況の回答精度も高くないため、実態把

握が難しい。 

⑤素材の種類が多過ぎるため、精密な分別が困難であり、結局はサーマルリ

サイクルや埋め立てになってしまう。 
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（２）政府等に対する要望  

【廃棄物処理補助金】 

①自社処理設備導入における補助金額の拡大 

②新規処分技術の研究開発や導入支援に対する補助金制度の拡充 

③分別排出に関する活動への補助金支援 

④廃棄物処理業者の高効率化処理設備導入への補助 

⑤エネルギー価格高騰に対する補填 

 
【廃掃法等】 

①廃棄物処理委託の処理状況確認の負担軽減、努力義務緩和 

②プラスチック処理を促進するための各種規制緩和 

③自治体による一般廃棄物のリサイクル促進（自治体によっては一般廃棄

物が最終処分量とならない地域もあるため、全国的に処分方法・計上方法

を統一） 

④最終処分量削減やリサイクル率向上のために産業廃棄物処理業者の最終

処分率や再資源化率等のデータの標準化や公表の義務化といった施策の

実施 

⑤サプライチェーン全体で経済活動をしながらリサイクルに取り組むため

の連携を強化する仕組みや法令の制定 

⑥搬入規制の廃止・緩和および手続きの合理化・迅速化 

 
【再資源利用】 

①製品、梱包、輸送に関する部材リサイクル拡大に向けた支援の推進 

②動静脈の連携強化によって資源循環が可能となるため、産業界全体での

ビジネスモデルの確立や各種補助金等の検討 

③地域（小規模事業所の集まる工業団地など）から発生した有価物を自治体

等で一括回収する仕組みの構築 

④廃棄物排出段階だけで再資源化を考えるのではなく、製造段階でリサイ

クル可能な製品設計をするといった働きかけ 

⑤使用済みとなった素材（熱硬化樹脂・熱可塑樹脂、セラミック）のリサイ

クル・再資源化技術の確立と処理コスト低減支援、法規制の整備 

⑥小型二次電池の回収率向上と誤混入による事故防止のため、使用者に製

品を分解してもらうのではなく、製品単位での回収の推奨 

⑦公共処理施設の設置や技術支援等を含めた国内循環の推進 

 
【その他】 

①焼却時の熱回収が再資源化として認められない等、日本とは違うスタン

ダードが欧米を中心に出てきており、日本の法令遵守だけでは世の中に

取り残される懸念があり、政府としてグローバル化へ対応した基準の策

定をお願いしたい。 

②広域認定や行政への報告の電子化の更なる促進と、許可証情報と広域認

定届出情報のリンク化。 

③消費者に対する、環境に配慮した製品の選択を促すための教育や啓発活

動の強化。 

④リサイクル業者の許可基準緩和および補助金制度の創設、業界上位のリ

サイクル率の事業者名の公表制度の創設。 
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⑤環境法規全般について、法改正情報は定期的に入手できる仕組みがある

が、行政単位（県や政令市）の条例改正情報はリアルタイムに入手する仕

組みがないため、そういった仕組みを構築して欲しい。 

⑥循環経済に向けた活動指針の提示。 

 

８．主要データ 

（１）発生量・再資源化量・最終処分量・再資源化率・最終処分率           
年度 1990 

実績 

2000 

実績 

2005 

実績 

2010 

実績 

2015 

実績 

2016 

実績 

2017 

実績 

2018 

実績 

2019 

実績 

2020 

実績 

2021

実績 

2022 

実績 

2023 

実績 

2025 

目標 

発生量 

〔万ﾄﾝ〕 

実績 

数値 

無し 

230 204 177 119 119 125 129 122 114 118 113 111 － 

再資源化量 

〔万ﾄﾝ〕 

実績 

数値 

無し 

160 168 151 108 108 113 117 110 101 105 99 95 － 

最終処分量 

〔万ﾄﾝ〕 

41.5 

(推計値) 
14.0 3.5 1.7 1.3 1.5 2.4 3.6 3.5 3.0 3.3 3.0 4.9 3.5 

再資源化率 

〔％〕 
－ 70 82 85 90 91 91 90 90 89 89 88 86 

約 90 

程度 

維持 

最終 

処分率〔％〕 
－ 6.1 1.7 0.9 1.1 1.2 1.9 2.8 2.8 2.6 2.8 2.6 4.4 － 
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